２０１４年国家知的財産戦略実施推進計画
中国共産党第１８回全国代表大会及び第１８期３中全会の精神を徹底し、全国知的財産戦略実施業務テレビ電話会議での要求を実行し、国家知的財産戦略を踏み込んで効果的に実施するよう推進し、２０１４年戦略として実施する重点的任務及び措置を明確にするために、本計画を制定する。

一、知的財産創出の質の引き上げ
目標任務：
知的財産考課評価体系を完備させ、知的財産創造の指向性と有効性を高める。専利出願の質の引き上げに資する政策誘導を最適化し、専利出願の質の監督管理を増強する。各種の知的財産審査業務を改善し、品質管理を強化し、審査の効率を高める。イノベーションの主体の知的財産の創出力を引き上げ、重点分野における知的財産の配置を増強する。

取り組み措置：

1．『専利出願の質の更なる向上に関する若干の意見』を実行し、地域の専利評価活動の方向付けを最適化し、専利の一般助成政策を完備させ、専利の特別プロジェクト助成政策を押し広め、専利奨励政策の質への方向付けを際立たせ、専利出願の質の指標を関連の政策に組み入れるよう推進する。
2．専利出願の質の引き上げに資する監督管理の体制を確立し、質の低い専利出願に対する監視と処理を強化し、専利出願の主体の信用データベースを構築し、専利助成金と奨励金の詐取行為を厳重に処分し、専利出願の質の監視測定及びフィードバックの体制を構築するよう模索する。
3．商標登録の業務効率を高め、商標審査の質の管理を増強し、商標の審査期間を９ヶ月以内、異議申立ての審理期間を１２ヶ月以内に抑えるよう確保する。

4．『著作物登記手順など関係業務の更なる規範化に関する通達』の実行を推進し、著作物の登記、コンピュータソフトウェア著作権の登記、質権の登記など各種の著作権登記業務が展開されるよう促進する。
5．林業知的財産試行モデルを確立し、試行事業者考課評価体系を完備させ、試行事業者が知的財産の質を引き上げるよう導く。
６．戦略的科学技術先導特別及び重要プロジェクトにおいて、中核的な知的財産の育成業務を試験的に推進し、中科院知的財産品質監視測定指標体系を確立するよう模索し、知的財産の質に関する年次報告書を発布する。
７．国防キー技術を選定し、専利のSWOT分析の実施を手配し、優位知的財産組合せとなるよう、知的財産の配置を指導する。
二、知的財産運用の効果・利益の引き上げ
目標任務：
知的財産政策と産業・地域政策との繋がりを強化し、戦略的新興産業における知的財産業務を推進し、わが国の知的財産集約型産業の発展の法則及び育成政策を研究する。知的財産が核や仲介となるイノベーション成果の転化・運用体制を完備させ、知的財産の移転・転化を促す政策・措置を実施し、知的財産成果の製品化、商品化、産業化を推進する。

取り組み措置：

８．戦略的新興産業の育成と発展促進を加速し、戦略的新興産業知的財産のクラスタ型管理を増強し、国家戦略的新興産業専利発展報告を発布する。
９．知的財産集約型産業の基礎研究を行い、知的財産集約型産業の範囲を明確にし、中国の国情に合致する知的財産集約型産業の目録と統計の規範を確立するよう模索する。
１０．『科学技術成果転化促進法』の改正を推進し、科学研究機構及び大学における技術移転業務体系の確立を推進し、中央レベルの事業単位における科学技術成果の処置及び収益配分制度を改革して完備させ、国家科学技術成果転化引率基金を開始し、産業技術イノベーション戦略的アライアンスにおける専利の共有と成果の転化を積極的に推進する。
１１．工業知的財産運用能力を引き上げ、『工業企業における知的財産管理ガイドライン』を宣伝し徹底させ、企業知的財産運用能力評価指標を制定し、地方が工業のモデルチェンジとグレードアップの重要部分を中心に特色ある産業や地域の知的財産運用試行業務を展開するよう支援する。
１２．『種子業科学技術成果財産権展示取引プラットフォーム管理弁法』を検討制定し、関連の展示・取引情報を発布し、取引手本契約、取引定款や規則を行き渡らせる。
１３．林業植物新品種と専利技術の展示・結合のためのプラットフォームを設立し、林業知的財産の産業化推進事業を実施する。査定を受けた優良な植物新品種を選別し、各レベルの林業科学技術計画に組み入れて転化運用を進める。林業重点分野において知的財産戦略的アライアンスを構築する。
１４．国家著作権貿易基地の建設を増強し、２０１４年中国国際著作権博覧会、福州海峡著作権（クリエーション）産業セレクトアイテム博覧取引会など大型の著作権貿易展示会を支援する。
１５．専利ナビゲーション試行事業の実施を加速し、３つの専利ナビゲーション実験区に専利ナビゲーション分析プロジェクトを行い、専利分析と産業運営における意思決定とが深く結合する業務体制を確立するよう模索する。２～３の産業キー技術の分野に専利ストック運用プロジェクトを育てる。
１６．知的財産金融サービスを推進し、知的財産の質入による融資、投融資、専利保険などの業務を増強し、知的財産モデル園区における専利移転・転化サービス体制を確立するよう推進し、専利価値分析指標体系の応用化を推進する。
１７．国防知的財産の権利帰属及び利益の配分に関する政策意見を制定し、国防知的財産の運用の試行を実施し、国防知的財産の転化・運用を促進する。
１８．国防分野と民生用分野における知的財産の相互転化を促す関連の政策を起草し、知的財産転化実施目録を作成・発布し、知的財産の転化実施の試行モデルを行い、知的財産の軍事・民生間における双方向転化実施を推進する。

三、知的財産保護の効果の向上
目標任務：知的財産に関する立法を完備させ、長期的に有効な知的財産保護の体制づくりを増強する。知的財産審判の体系づくりを推進し、司法による保護力を高める。知的財産をめぐる行政法執行能力を引き上げ、重点分野、重点地域、重点段階に対して特別の法執行行動や権利擁護への援助活動を行う。知的財産をめぐる紛争の調停活動を推進し、多元化した紛争解決体制を健全にする。ネットワーク環境における知的財産保護を強化し、伝統的優位分野の知的財産資源の保護の水準を引き上げる。

取り組み措置：

１９．著作権法、専利法、商標法実施条例、職務発明条例などの法律や行政法規の制定、修正を推進する。
２０．『専利権侵害紛争事件の審理における法律適用の若干の問題に関する解釈（二）』、『〈専利紛争事件の審理における法律適用の問題に関する若干の規定〉の修正に関する決定』、『商標民事紛争事件の審理における法律適用の若干の問題に関する解釈』、『商標の権利付与・権利確認行政事件の審理における若干の問題に関する規定』、『知的財産の提訴前の行為保全における法律適用の若干の問題に関する解釈』の起草を完了する。
２１．『イノベーション薬物保護管理規定』の起草と制定を引き続き推進し、イノベーション薬物の保護を増強する。
２２．知的財産専門法院の設立を模索し、知的財産保護体制を最適化し、イノベーションのインセンティブ体制を健全にする。
２３．行政法執行と刑事司法との連動体制を健全にし、中央レベルの情報共有プラットフォームを完備させ、省レベル以下の情報共有プラットフォームの確立を加速し、プラットフォーム間の融合・連結を推進し、事件の効果的な移送とフィードバックを実現する。法により、模倣品・粗悪品の製造、販売及び知的財産侵害に関する行政処罰事件の情報を公開する。
２４．『政府機関の正規版ソフトウェア使用管理弁法実施意見』を検討制定し、ソフトウェア正規版化の督促、検査を実施し、市・県政府機関におけるソフトウェア正規版化の検収業務を整え、国有企業や金融機関、大手外資、民営企業及び報道出版業などを重点として、企業の正規版ソフトウェアの使用を掘り下げて推進し、企業におけるソフトウェア資産管理の増強を導き、コンピューターへの正規版オペレーティングシステムソフトウェアのプリインストールに関する特別検査を行う。
２５．知的財産に関する独占禁止調査を実施し、市場の支配的地位を濫用した許諾拒否や高額な許諾、リバース・ペイメント、及びパテントプールを利用して価格独占的協定を結び、競争を排除、制限するなどの行為について適時に独占禁止調査を開始する。
２６．社会的影響が大きく、民衆からの批判が激しい偽薬品、偽食品、偽農業資材、偽日用化学品、偽機電製品の製造・販売などの犯罪行動を重点として取り締まり、集合戦の情報化作戦体制を完備させ、模倣品取締・根源を探る技術の応用を重点として、警察と企業との連携体制の構築につなげ、物流情報や行政法執行情報の共有化推進を加速し、実戦応用の体制を完備させる。
２７．ネットワーク環境における知的財産保護を強化し、インターネットを利用した重点商品の権利侵害品・模倣品の販売について特別行動を実施し、取り締まる。
２８．第10回ネット上権利侵害海賊版摘発の「剣網行動」を行い、ネット上権利侵害海賊版行為に対して特別摘発を行う。
２９．「専利行政法執行能力引き上げ事業」を実施し、知的財産擁護援助と通報・苦情申立、専利の法執行に関する提携調整、専利に係る紛争の迅速な調停及び専利権侵害の判定に関する相談体制を確立し、健全化させ、専利の行政法執行・事件対処能力を引き上げるよう推進し、知的財産の擁護援助・通報苦情申立プラットフォームの構築を増強し、法執行・権利擁護業務のパフォーマンス考課指標体系を完備させる。
３０．知的財産をめぐる争議の調停仲裁体制の構築を推進し、社会的信頼力を持つ知的財産をめぐる争議の調停仲裁機関を育成し、指導を増強して、知的財産をめぐる争議の解決における人民調停や行政調停及び仲裁の役割を果たす。

３１．知的財産公証業務の分野を積極的に開拓し、完備された予防的な知的財産保護体制の構築を加速する。

３２．専門市場における知的財産保護を増強し、引率モデルタイプの専門市場となるよう育成し、専門市場の知的財産保護評価体系の確立を推進する。
３３．自由貿易区における知的財産保護を完備させ、知的財産侵害容疑の中継輸送貨物への監督管理体制を模索する。
３４．知的財産保護の社会的信用評価の基本規準を研究し、社会的信用調査体系を完備させる。

３５．商標をめぐる行政法執行の地域・部門間提携を増強し、地域横断的、大規模で社会的反響の激しい商標権侵害事件を重点として摘発し、「ブランドただ乗り」行為を厳重に取り締まり、長期的に有効な商標保護体制をより一層健全化させる。
３６．大型のネットワークコンテンツ提供プラットフォームに対する著作権の能動的監督管理を重点として実施し、能動的監督管理の範囲を適時に拡大し、活動の長期的に有効な体制を完備させ、インターネットによる著作物伝達の著作権秩序をより一層規範化する。
３７．地理的表示に関する業務協調体制を健全化させ、地理的表示の共同認定と保護を推進し、地理的表示の登録、管理と保護の規定の一元化のための立法研究を模索する。
３８．植物新品種権侵害及び模倣・粗悪種子の製造・販売行為の摘発に関する特別行動を展開する。
３９．『生物の遺伝資源の取得及び利益の配分に関する管理条例』の立法プロセスを引き続き推進し、生物の遺伝資源の取得及び利益の配分の増強に関する国の取組みのスキームを実施する。
４０．『中医薬伝統的知識の保護の研究綱要』を発布し、全国にわたる中医薬の伝統的知識の調査を展開し、初期段階の中医薬伝統的知識の保護リストとデータベースを構築する。
４１．民間文学芸術データベースのオンライン・伝達業務を展開し、民間文学芸術保存者と後続創作者との間の適正な利益共有体制を確立するよう引き続き模索する。
４２．税関をめぐる重大・重要な知的財産事件への摘発力を増強し、法執行の統一性づくりを強化し、「知的財産税関保護の法執行システム」をアップデートして完備させ、国内の自主的知的財産企業保護の地域連盟の設立を支援し、輸出向けの有名ブランド企業の知的財産税関保護の状況の調査を展開する。
４３．『国防専利条例』の改正を加速し、国防知的財産の保護を強化し、国防知的財産の保護の試行を展開する。
四、知的財産の管理及び公共サービスのレベルの引き上げ
目標任務：良き発展の環境づくり及び優れた公共サービスの提供を重点に、知的財産の管理及び公共サービス体系を完備させる。知的財産公共情報サービスプラットフォームの構築を推進し、情報公開のレベルを高める。重要な経済活動における知的財産評価の体制づくりを推進し、重点分野の知的財産の情報分析・アラームを増強する。企業、大学、研究所が知的財産の管理能力を引き上げるよう促進する。

取り組み措置：

４４．知的財産管理の増強、改善のための政策文書を打ち出し、知的財産管理の仕組み、体制を完備させ、政府や業界、企業、大学、科学研究機構及びサービス機構などにおける知的財産管理の水準を高める。

４５．『国家科学技術計画における知的財産管理業務の増強に関する規定』の改正を加速し、『国家科学技術重要特別プロジェクトにおける知的財産の管理に関する暫定規定』の実行を徹底し、国家科学技術重要特別プロジェクトにおける知的財産の管理細則の制定・発布を引き続き推進し、国家科学技術計画及び重要特別プロジェクトにおける知的財産情報の登記・統計・評価制度を完備させる。
４６．大学・研究所における知的財産管理に関連する政策文書を検討改正し、大学及び科学研究組織の知的財産管理基準を制定し、大学の知的財産管理体系を完備させる。

４７．重点産業及びキー技術分野における知的財産リスクアセスメントとアラームプロジェクトを設立し、重点産業における知的財産アラームの態勢発表を手配し、キー技術分野における知的財産リスク対応・アラームの体制を検討確立する。
４８．重要な経済活動における知的財産の評定業務を推進し、知的財産の分析評定の規範を検討制定し、知的財産の分析評定サービス機構のサービス能力を引き上げる。
４９．全国知識管理標準化技術委員会を立ち上げ、知識管理の国家標準の体系を確立し、健全化させ、国家標準の制定・改正計画プロジェクトを検討提出し、企業が『企業の知的財産管理に関する規範』を実施するよう導き、知的財産管理システムの認定活動を手配実施し、国家レベルの知的財産モデル企業及び優位企業の育成を加速し、中小企業の知的財産戦略推進事業を実施し、中小規模・零細企業の知的財産預託を展開する。

５０．全国専利情報公共サービス体系づくりを推進し、専利の基礎データ資源のより一層の開放の提案を検討制定し、『全国専利情報公共サービスガイドライン』を完備させる。
５１．「金農プロジェクト」農産物の地理的表示情報システム及び関連のデータベースの構築を推進し、農業知的財産のプラットフォームづくりを推進し、国内外の農業知的財産情報の分析、価値評価、知的財産アラームを展開し、『中国農業知的財産創造指数報告書』を定期的に発布する。
５２．『専利に係る国家標準の管理規定（暫定）』を発布実施し、かつ宣伝して徹底させ、対応する国家標準『標準制定の特殊な手順の第1部分：専利に係る標準』を発布する。
５３．司法鑑定管理体制の改革を深化し、知的財産の司法鑑定を統一した登記管理の範囲に組み込むよう推進し、司法鑑定に関する科学技術の専門家データベースの確立を模索する。
５４．知的財産統計分析指標体系を最適化し、科学技術や貿易など関連の統計年鑑の中に知的財産指標を追加することを研究し、知的財産集約型商品の輸出入の統計制度を検討確立し、知的財産を経済発展の質の統計・監視測定に組み込むよう推進し、改正国民経済計算体系の中において、知的財産製品の統計・計算を増強する。
五、知的財産に関する国際交流の促進
目標任務：知的財産情報の対外交流と対応の体制を完備させ、知的財産に関する国際秩序の構築に積極的に参加し、知的財産に関する対外業務のレベルを引き上げる。国際機関や主要国との交流、提携を増強し、国際的な知的財産事務の対処能力と能動性を高め、知的財産に関する国際的影響力を拡大する。企業の対外発展の空間を開拓し、企業の海外での権利擁護に対する指導とサービスを増強する。

取り組み措置：

５５．多国間・二国間のコミュニケーションを通して、外国側が注目している知的財産保護の問題について信用の増進・疑いの説明を整え、世界知的所有権機関の中国事務所開設の後続作業を整え、関係規約の交渉及び条約の審査業務を整え、国際知的財産に関する秩序構築に積極的に参加する。
５６．知的財産情報の対外交流と提携を完備させ、既存の二国間対話及びワーキンググループ体制の役割を引き続き発揮し、知的財産に関する海外交流を展開する。『中米知的財産協力枠組協定』及び中欧間の新しい知的財産協力プロジェクトの実行を推進し、中欧地理的表示に関する交渉の早期終了を目指し、中韓や日中韓など自由貿易協定の知的財産に関する章節の交渉の手配を整える。
５７．海外での知的財産対応体制づくりを増強し、企業や産業の国際化の進展を支援する知的財産業務体系の確立を模索し、海外知的財産情報プラットフォームづくりを完備させ、海外知的財産サービス機構グループを構築し、より多くの大型海外展示会において、中国企業向け知的財産サービスステーションを設立し、海外駐在機関、国内地方や社会の資源を動員・統合して企業にサービスを提供するようにする。
５８．『植物の新品種の保護に関する国際条約』（UPOV）の条約履行活動を整え、条約履行対案を完備させ、UPOVテストガイドラインの作成を引き受けることを目指し、両岸間の植物新品種の保護に関する交流・協力活動を整える。
５９．『生物多様性条約に基づく遺伝資源の取得及び利益の配分に関する議定書』への加盟関連の事項を検討し、後続の交渉議題の研究を増強し、政府間会議及び締約国大会の準備を行う。
６０．『食料及び農業のための植物遺伝資源に関する国際条約』への加盟を検討する。

６１．意匠法条約など国際ルールの協議と交渉に積極的に参加し、中国の『意匠の国際登録に関するヘーグ協定』への加盟に関連する準備作業を推進し、専利審査ハイウェイの提携ネットワークをより一層拡大し、企業の海外出願に便利なルートを開拓し、知的財産情報の対外交流と対応の体制を完備させる。
６２．わが国の『視聴覚的実演に関する北京条約』への加盟関係の業務を推進実行し、わが国の『盲人、視覚 障害者及び読字障害者の出版物へのアクセス促進のためのマラケシュ条約』への加盟の関連業務を積極的に展開する。
６３．国際世論の関心に合わせて、わが国の知的財産戦略の実施推進のための政策・措置を適時に紹介し、知的財産保護の増強、権利侵害・模倣行為の取締における断固とした決意と顕著な成果を反映する。
六、知的財産基礎能力の引き上げ
目標任務：知的財産サービス業の発展を加速し、サービス機構の業務の専門化、ブランド化、国際化へと発展するよう導く。知的財産人材の養成を増強し、知的財産専門要員評価標準を完備させ、ハイレベル人材が知的財産の分野へと集積するよう促進する。知的財産に関する宣伝教育手段に新機軸を打ち出し、知的財産文化づくりを推進し、一般公衆全体の知的財産に関する素養を引き上げる。

取り組み措置：

６４．全国の知的財産サービス標準化体系づくりに関する指導的意見を制定し、全国の知的財産サービス業の統計調査を展開し、国家知的財産サービス業集積発展試験区の建設及び全国の知的財産サービスのブランド機構の育成活動を推進する。
６５．『専利代理条例』改正活動を推進し、専利代理業の発展に関する中長期計画を検討制定し、専利代理業の発展の促進策を打ち出し、専利代理業のサービス基準を確立し、専利代理人資格試験制度を完備させる。
６６．帰国したハイレベル人材向けの諸優遇策を完備させ、各種の人材導入計画を通じて、差し迫って必要とされる海外留学ハイエンド人材を重点的に導入する。各レベルで各種の留学者創業パークについて指導を増強し、自主的知的財産に基づいてハイニューテク企業を創立する留学人材を重点的に支持する。
６７．国家知的財産人材養成基地を設立し、知的財産研究の協同イノベーションを推進し、関連の卓越した法律人材教育養成基地において高素質な知的財産専門的人材の養成活動を強化するよう指導し、大学、職業教育機関における知的財産学科の専門カリキュラム体系を完備させ、知的財産関連分野の補助カリキュラムを開設し、小中高校での知的財産宣伝教育を深く展開する。
６８．『知的財産人材体系の構築強化に関する意見』を実行し、知的財産分野関連の職業を国家職業分類大典に組み入れ、知的財産専門的技術人材評価体系を確立し、完備させ、知的財産専門的人材を職階評価の範囲に組み入れて、人材のレベルの評価を増強し、人材が成長、発展し、合理的に流動するよう促進する。
６９．国防科学研究プロジェクトにおける知的財産専門要員体系を構築し、国防知的財産専門要員人材チームを漸次確立し、専門要員資格認証及び研修考課体制の確立を模索する。中科院知的財産専門要員管理弁法を制定し、知的財産専門要員の業務上の責務やキャリアアップ計画を明確にする。
７０．重要な節目及び関連の活動をめぐって、報道メディアにおいて知的財産に関するテーマの宣伝を行うよう手配する。ネット上の宣伝報道を増強し、中央メディア及び中央の重点的な報道類ウェブサイト、主要な商業ポータルサイトなどを手配し、ニューメディアを十分に活用し、宣伝・引率の効果を引き上げる。
７１．知的財産に関する法制の宣伝を「法律六進」活動と結びつけて、知的財産保護に関する法律知識を広く普及させ、中国法律普及オフィシャルマイクロブログにおいて知的財産に関するテーマの法制の宣伝を集中展開し、各地の法律普及ウェブサイトが多様な形で知的財産に関する法制の宣伝活動を実施するよう指導する。

七、知的財産戦略の手配・実施レベルの向上
目標任務：知的財産戦略の踏み込んだ実施に関する全体の計画作り及びトップダウン設計を増強する。各分野と地域の知的財産戦略の計画や配置を完備させ、知的財産戦略の実施が各分野や地域の経済の発展に効果的に浸透するように推進する。知的財産戦略の実施に関する部門間合同会議の体制づくりを増強し、戦略の手配実施力を増強する。

取り組み措置：

７２．『国家知的財産戦略の徹底実施に関する行動計画（２０１４～２０２０年）』を制定発布する。

７３．知的財産戦略実施に関する業務体系・プラットフォームづくりを増強し、知的財産戦略指標を地方のパフォーマンス考課体系に組み入れよう推進し、知的財産戦略の実施状況に対する監督指導・検査を適時に展開する。
７４．「十三五」知的財産活動計画の作成研究活動を開始する。
７５．分類指導の要求にしたがって地域の知的財産戦略の実施を深く推進し、首都経済圈、環渤海地区など国家重点地域計画、重要政策と知的財産政策とのつながりをより一層増強し、地域の知的財産提携体制を確立し、完備させ、一部の条件が整った省の知的財産強省づくりを推進する。
７６．国防知的財産戦略十三五計画の編成を開始し、戦略実施の組織体系と業務体制づくりを完備させる。
７７．文化系統知的財産戦略に関する指導的文書の検討制定活動を開始する。
７８．『医薬衛生及び計画生育知的財産業務の増強に関する指導的意見』を配布し、かつ、これの実施を推進する。

７９．地方の知的財産戦略実施に関する段階的な総括評価活動を完了し、地方知的財産戦略実施発展報告書を形成する。
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